
― 71 ―

 

 

 

 

 

一般社団法人 日本機械学会 
 

２号議案  

 

２０２１年度（第９９期） 

会 計 報 告 書 

 

 

自 ２０２１年３月 １日 

 

至 ２０２２年２月２８日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





― 73 ―

（単位：円）

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産
          現金預金
          未収金 △ 3,926,681
          製品 △ 7,444,367
          仕掛品
          前払金 △ 3,262,772
          仮払金 △ 119,552
          貸倒引当金 △ 270,000 △ 280,000
        流動資産合計
  ２．固定資産
    (1) 基本財産
          基本財産（現預金）
        基本財産合計
    (2) 特定資産
          固定資産引当資産 △ 50,000,000
          退職給付引当資産 △ 1,697,800
          機械工学振興事業資金
          職員住宅厚生資金
          研究協力引当預金 △ 14,683,047
          日本機械学会賞基金 △ 2,991,460
        特定資産合計 △ 55,135,174
    (3) その他固定資産
          備品
          ソフトウェア △ 1,826,018
          差入保証金 △ 21,851,134
          長期性預金 △ 50,000,000
        その他の固定資産合計 △ 59,632,360
        固定資産合計 △ 114,767,534
        資産合計

Ⅱ　負債の部
  １．流動負債
          未払金 △ 6,332,120
          前受金
          仮受金 △ 6,603,404
          預り金
          賞与引当金 △ 61,539
          その他流動負債 △ 1,612,800
        流動負債合計 △ 11,350,419
  ２．固定負債
          退職給付引当金 △ 1,697,800
        固定負債合計 △ 1,697,800
        負債合計 △ 13,048,219

Ⅲ　正味財産の部
  １．指定正味財産
          機械工学振興事業資金
          日本機械学会賞基金 △ 2,991,460
        指定正味財産合計
        （ うち特定資産への充当額 ）
  ２．一般正味財産
        一般正味財産
        （ うち基本財産への充当額 ）
        （ うち特定資産への充当額 ） △ 64,682,799
        正味財産合計
        負債及び正味財産合計

貸借対照表

2022 年 2 月 28 日 現在

科　　　　　　　　 目 2021年度 2020年度 増        減

１．2021年度（第99期）財務諸表
　１・１　貸借対照表
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（単位：円）

Ⅰ　資産の部
  １．流動資産
          現金預金
          未収金
          製品
          仕掛品
          前払金
          仮払金
          他会計貸出 △ 523,091,111
          貸倒引当金 △ 270,000 △ 270,000
        流動資産合計 △ 523,091,111
  ２．固定資産
    (1) 基本財産
          基本財産（現預金）
        基本財産合計
    (2) 特定資産
          退職給付引当資産
          機械工学振興事業資金
          職員住宅厚生資金
          研究協力引当預金
          日本機械学会賞基金
        特定資産合計
    (3) その他固定資産
          備品
          ソフトウェア
          差入保証金
          長期性預金
        その他の固定資産合計
        固定資産合計
        資産合計 △ 523,091,111

Ⅱ　負債の部
  １．流動負債
          未払金
          前受金
          仮受金
          預り金
          他会計借入 △ 523,091,111
          賞与引当金
          その他流動負債
        流動負債合計 △ 523,091,111
  ２．固定負債
          退職給付引当金
        固定負債合計
        負債合計 △ 523,091,111

Ⅲ　正味財産の部
  １．指定正味財産
          機械工学振興事業資金
          日本機械学会賞基金
        指定正味財産合計
        （うち特定資産への充当額）
  ２．一般正味財産
        一般正味財産
        （うち基本財産への充当額）
        （うち特定資産への充当額）
        正味財産合計
        負債及び正味財産合計 △ 523,091,111

貸借対照表内訳表
2022 年 2 月 28 日　現在

科　　　　　　　　目 実施事業 その他会計 法人会計 内部取引等消去 合計

　１・２　貸借対照表内訳表
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（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部
    (1) 経常収益
      （ 基本財産運用益 ） △ 24
          基本財産受取利息 △ 24
      （ 特定資産運用益 ） △ 11,188
          特定資産受取利息 △ 11,188
      （ 受取入会金 ）
          個人会員受取入会金
          法人会員受取入会金
      （ 受取会費 ） △ 8,358,229
          個人会員受取会費 △ 6,392,200
          法人会員受取会費 △ 1,966,029
      （ 事業収益 ）
          参加費収益
          書籍等収益 △ 15,418,082
          その他事業収益
      （ 受取補助金等 ） △ 3,915,000
          受取国庫助成金 △ 3,915,000
      （ 受取負担金 ） △ 41,967,623
          受取負担金 △ 41,967,623
      （ 受取寄付金 ）
          受取寄付金
          受取寄付金振替額
      （ 雑収益 ）
          受取利息
          貸倒引当金繰戻
          雑収益
      経常収益計

    (2) 経常費用
      （ 事業費 ） △ 34,400,999
          給料手当 △ 12,035,323
          臨時雇賃金
          退職給付費用 △ 1,859,606
          福利厚生費 △ 1,816,922
          旅費交通費 △ 20,285,187
          通信運搬費 △ 1,636,597
          減価償却費 △ 944,970
          消耗品費 △ 1,645,487
          印刷製本費 △ 8,689,441
          水道光熱費 △ 400,958
          賃借料 △ 14,033,423
          諸謝金
          会議費
          事務経費
          売上原価 △ 5,204,808
          広報宣伝費 △ 12,054
          仕損費 △ 176,114
          電算使用料
          保険料 △ 16,542
          備品処分損 △ 28,460
          租税公課 △ 3,455,277
          支払助成金
          付随行事費用
          外注費
          雑費

正味財産増減計算書

2021 年 3 月 1 日 から 2022 年 2 月 28 日 まで

科　　　　　　　　 目 2021年度 2020年度 増        減

　１・３　正味財産増減計算書
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（単位：円）

科　　　　　　　　 目 2021年度 2020年度 増        減

      （ 管理費 ）
          給料手当
          退職給付費用 △ 258,594
          福利厚生費
          旅費交通費 △ 181,963
          通信運搬費 △ 1,516,291
          減価償却費 △ 414,179
          消耗品費
          印刷製本費 △ 1,450,325
          水道光熱費 △ 223,577
          賃借料 △ 5,807,637
          諸謝金
          会議費
          電算使用料 △ 10,800
          保険料 △ 446
          貸倒引当金繰入 △ 90,000
          備品処分損 △ 10,252
          租税公課
          外注費
          雑費
      経常費用計 △ 15,734,566
        評価損益調整前経常増減額
        評価損益等計
        当期経常増減額

  ２．経常外増減の部
    (1) 経常外収益
      経常外収益計
    (2) 経常外費用
      経常外費用計
        当期経常外増減額

        税引前当期一般正味財産増減額
        法人税、住民税及び事業税
        当期一般正味財産増減額
        一般正味財産期首残高
        一般正味財産期末残高

Ⅱ　指定正味財産増減の部
      （ 特定資産運用益 ）
          特定資産受取利息 △ 11,736
          特定資産受取配当金
      （ 受取補助金等 ） △ 1,200,000
          受取国庫補助金 △ 1,200,000
      （ 受取寄付金 ） △ 20,372,200
          受取寄付金 △ 20,372,200
      （ 特定資産評価益 ） △ 2,032,600
          特定資産評価損益等 △ 2,032,600
        一般正味財産への振替額
          当期指定正味財産増減額 △ 21,066,075
          指定正味財産期首残高
          指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高
        正味財産期末残高
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1.継続組織の前提に関する注記

該当なし

2.重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）
(2)　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　個別法による原価法（貸借対照表上は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(3)　固定資産の減価償却の方法
　　　　備品：定率法、ソフトウェア：定額法
　　　　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年間で均等償却する方法によって
　　　いる。
(4)　引当金の計上基準
　　　　退職給付引当金：退職一時金については、職員の退職給付に備えるため、法人負担期末自己都合
　　　要支給額から中小企業退職者共済制度による支給額を控除した金額を計上している。
　　　　賞与引当金：職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上し
　　　ている。
　　　　貸倒引当金：期末未収金残高に対する回収不能見込額を計上している。
(5)　消費税等の会計処理
　　　　税抜処理によっている。

3.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

財務諸表に対する注記

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
基本財産（現預金） 100,000,000 100,000,000

小　　　計 100,000,000 100,000,000
特定資産
固定資産引当資産 50,000,000 50,000,000
退職給付引当資産 84,782,505 6,015,361 7,713,161 83,084,705
機械工学振興事業資金 211,616,759 15,225,545 988,660 225,853,644
職員住宅厚生資金 29,301,290 248 29,301,538
研究協力引当預金 78,232,957 63,549,910 78,232,957 63,549,910
日本機械学会賞基金 117,433,739 8,540 3,000,000 114,442,279

小　　　計 571,367,250 84,799,604 139,934,778 516,232,076
合　　　計 671,367,250 84,799,604 139,934,778 616,232,076

　１・５　財務諸表に対する注記
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4.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

5.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行っている場合）

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。
（単位：円）

6.補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
（単位：円）

7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産
基本財産（現預金） 100,000,000 ( ) ( 100,000,000) ( )

小　　　計 100,000,000 ( ) ( 100,000,000) ( )
特定資産
退職給付引当資産 83,084,705 ( ) ( ) ( 83,084,705)

機械工学振興事業資金 225,853,644 ( 225,853,644) ( ) ( )
職員住宅厚生資金 29,301,538 ( ) ( 29,301,538) ( )
研究協力引当預金 63,549,910 ( ) ( 63,549,910) ( )
日本機械学会賞基金 114,442,279 ( 114,442,279) ( ) ( )

小　　　計 516,232,076 ( 340,295,923) ( 92,851,448) ( 83,084,705)

合　　　計 616,232,076 ( 340,295,923) ( 192,851,448) ( 83,084,705)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

備品 20,156,326 6,025,577 14,130,749
合　　　計 20,156,326 6,025,577 14,130,749

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

該当なし
合　　　計

合　　　計 3,730,362

内　　　　　容 金　　　　　額

経常収益への振替額
　事業助成のための振替額 3,730,362

8.資産除去債務に関する事項

　当法人は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識
している。
　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと
認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によってい
る。
　この見積りにあたり、使用見込期間は過去の実績に基づく入居からの退去年数等を参考に決定してい
る。
　当期において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は16,700,000円である。 

9.重要な後発事項
　
該当なし

10.その他

該当なし

附属明細書
2021 年 3 月 1 日から 2022 年 2 月28 日 まで

１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載している。

２．引当金の明細

(単位：円)

貸倒引当金 280,000 0 0 10,000 270,000

退職給付引当金 84,782,505 6,015,361 7,713,161 0 83,084,705

賞与引当金 11,405,895 11,344,356 11,405,895 0 11,344,356

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
期末残高

8.資産除去債務に関する事項

　当法人は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識
している。
　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと
認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によってい
る。
　この見積りにあたり、使用見込期間は過去の実績に基づく入居からの退去年数等を参考に決定してい
る。
　当期において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は16,700,000円である。 

9.重要な後発事項
　
該当なし

10.その他

該当なし

附属明細書
2021 年 3 月 1 日から 2022 年 2 月28 日 まで

１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載している。

２．引当金の明細

(単位：円)

貸倒引当金 280,000 0 0 10,000 270,000

退職給付引当金 84,782,505 6,015,361 7,713,161 0 83,084,705

賞与引当金 11,405,895 11,344,356 11,405,895 0 11,344,356

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
期末残高
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8.資産除去債務に関する事項

　当法人は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識
している。
　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと
認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によってい
る。
　この見積りにあたり、使用見込期間は過去の実績に基づく入居からの退去年数等を参考に決定してい
る。
　当期において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は16,700,000円である。 

9.重要な後発事項
　
該当なし

10.その他

該当なし

附属明細書
2021 年 3 月 1 日から 2022 年 2 月28 日 まで

１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載している。

２．引当金の明細

(単位：円)

貸倒引当金 280,000 0 0 10,000 270,000

退職給付引当金 84,782,505 6,015,361 7,713,161 0 83,084,705

賞与引当金 11,405,895 11,344,356 11,405,895 0 11,344,356

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
期末残高

8.資産除去債務に関する事項

　当法人は、不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識
している。
　なお、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に係る敷金の回収が最終的に見込めないと
認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法によってい
る。
　この見積りにあたり、使用見込期間は過去の実績に基づく入居からの退去年数等を参考に決定してい
る。
　当期において、敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額は16,700,000円である。 

9.重要な後発事項
　
該当なし

10.その他

該当なし

附属明細書
2021 年 3 月 1 日から 2022 年 2 月28 日 まで

１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載している。

２．引当金の明細

(単位：円)

貸倒引当金 280,000 0 0 10,000 270,000

退職給付引当金 84,782,505 6,015,361 7,713,161 0 83,084,705

賞与引当金 11,405,895 11,344,356 11,405,895 0 11,344,356

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用 その他
期末残高
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２．独立監査人による監査報告書
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【別紙２：公益目的支出計画実施報告書】

２．公益目的支出計画実施報告書

【令和 年度（令和 年 月 日から令和 年 月 日まで）の概要】

公益目的財産額 円

当該事業年度の公益目的収支差額（（ ）＋（ ） （ ）） 円

（ ）前事業年度末日の公益目的収支差額 円

（ ）当該事業年度の公益目的支出の額 円

（ ）当該事業年度の実施事業収入の額 円

当該事業年度末日の公益目的財産残額 円

の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由 注

・機械の日・機械週間では、「命を守る機械」をテーマにオンライン記念講演や、「夢の機械、未来の機械」絵画コンテスト

を実施した。また、機械遺産の認定事業では今年度 件を認定表彰し、選考理由等に関する動画配信を行った。

・ 年度年次大会は研究発表 題、特別講演 件、基調講演 件、ワークショップ テーマ等で千葉大学をベースに

オンライン開催し、参加者 名により活発な議論が繰り広げられた。

・機械工学振興事業資金助成事業として、 件を主にオンライン開催し、 名の参加があった。

・国際連携では、フィリピン（ ）主催のオンライン年次大会や、米国（ ）・中国（ ）との共催のオンライン国際

会議に対し、会長及び国際連携委員会関係者等が参加した。

・電子版定期刊行物として日本機械学会学術誌を、国際的にも存在感を有する刊行物として発行している。

・今期において公益目的収支差額の累積が計画を下回ったが、上記のとおり一般市民・児童等へ向けた機械工学への理解と

啓発活動を継続的に行っており、影響を注視しながら、今後必要に応じて計画変更を検討する。

【公益目的支出計画の状況】

公益目的支出計画の完了予定事

業年度の末日

（ ）計画上の完了見込み 令和 年 月 日

（ ）（ ）より早まる見込みの場合

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度

計画 実績 計画 実績 計画

公益目的財産 円 円 円 円 円

公益目的収支差額 円 円 円 円 円

公益目的支出の額 円 円 円 円 円

実施事業収入の額 円 円 円 円 円

公益目的財産残額 円 円 円 円 円

 

３．公益目的支出計画実施報告書　

 
2022 年 3 月 22 日 

 

監査報告 
一般社団法人日本機械学会 

 
監事 藤田 修 ㊞ 

 
監事 餝 雅英 ㊞ 

 
第 99 期（2021 年度）事業年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書、

公益目的支出計画実施事業報告書その他理事の職務執行の監査について、次の

とおり報告します。 
 
1. 監査の方法及びその内容 

監事間の協議により、監査方針を定めた上で、監事藤田修と監事餝雅英は、

本会の運営について調査を行い、その結果を監事間で協議して、監査を実施い

たしました。 
具体的には、理事会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重

要な決裁文書及び報告書を閲覧し、当法人の理事等から、職務の執行状況等に

ついて定期的に報告を受け、また、随時説明を求めました。 
 
2. 監査の結果 
（1）事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当法人の状況を正しく

表示しています。 
（2）理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実はありません。 
（3）当法人の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての理事

会の決議の内容は相当です。 
（4）計算書類とその附属明細書は当法人の財産及び損益の状況を全ての重要な

点において適正に表示しています。 
（5）公益目的支出計画実施報告書は法令及び定款に従い、当法人の公益目的支

出計画の実施状況を正しく表示しています。 
 

以上 



― 85 ―

 
2022 年 3 月 22 日 

 

監査報告 
一般社団法人日本機械学会 

 
監事 藤田 修 ㊞ 

 
監事 餝 雅英 ㊞ 

 
第 99 期（2021 年度）事業年度の事業報告、計算書類、これらの附属明細書、

公益目的支出計画実施事業報告書その他理事の職務執行の監査について、次の

とおり報告します。 
 
1. 監査の方法及びその内容 

監事間の協議により、監査方針を定めた上で、監事藤田修と監事餝雅英は、

本会の運営について調査を行い、その結果を監事間で協議して、監査を実施い

たしました。 
具体的には、理事会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重

要な決裁文書及び報告書を閲覧し、当法人の理事等から、職務の執行状況等に

ついて定期的に報告を受け、また、随時説明を求めました。 
 
2. 監査の結果 
（1）事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当法人の状況を正しく

表示しています。 
（2）理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実はありません。 
（3）当法人の業務の適正を確保するために必要な体制の整備等についての理事

会の決議の内容は相当です。 
（4）計算書類とその附属明細書は当法人の財産及び損益の状況を全ての重要な

点において適正に表示しています。 
（5）公益目的支出計画実施報告書は法令及び定款に従い、当法人の公益目的支

出計画の実施状況を正しく表示しています。 
 

以上 

４．監事による監査報告書
　４・１　監査報告書
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附属明細書（事業報告関係） 
 

会社役員の他の会社業務執行取締役等との兼務状況の明細 
 
2021 年度事業報告書 1 ページに記載のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

附属明細書（計算書類関係） 
 
 
財務諸表の注記に記載している 

　４・２　附属明細書
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自  2021年 3月 1日

至　2022年 2月28日

（単位　円）

科     目 会  誌  会  計 出  版  会  計

2021年度予算額 2021年度決算額  比較増減（△） 2021年度予算額 2021年度決算額  比較増減（△）

売上高

  書籍売上高（公益分） 24,000,000 29,798,000   5,798,000 0 0   0

  書籍売上高（一般分） 3,600,000 3,189,216 △ 410,784 66,767,000 61,057,731 △ 5,709,269

  会誌広告収入 22,000,000 20,009,675 △ 1,990,325 0 0   0

  電子売上高ほか 0 0   0 14,500,000 5,067,777 △ 9,432,223

      計 （ア） 49,600,000 52,996,891   3,396,891 81,267,000 66,125,508 △ 15,141,492

売上原価     0

  期首棚卸高 360,000 268,968 △ 91,032 37,671,000 31,863,041 △ 5,807,959

  当期製造原価 43,426,000 36,229,993 △ 7,196,007 29,241,000 23,971,987 △ 5,269,013

  経費振替高 425,000 348,995 △ 76,005 0 2,662,420   2,662,420

  期末棚卸高 521,000 152,552 △ 368,448 35,174,000 24,535,090 △ 10,638,910

      計 （イ） 42,840,000 35,997,414 △ 6,842,586 31,738,000 28,637,518 △ 3,100,482

その他事業費

　電子売上関連費 0 0   0 2,000,000 0 △ 2,000,000

      計 （ウ） 0 0   0 2,000,000 0 △ 2,000,000

売上総利益(ｱ-ｲ-ｳ)＝(エ) 6,760,000 16,999,477   10,239,477 47,529,000 37,487,990 △ 10,041,010

一般管理費・販売費     

  給料・手当 3,256,000 3,002,616 △ 253,384 6,532,000 6,022,886 △ 509,114

  法定福利厚生費 527,000 482,315 △ 44,685 1,057,000 967,465 △ 89,535

  企業年金掛金 43,000 42,670 △ 330 85,000 85,595   595

  退職給与引当繰入金 170,000 102,261 △ 67,739 341,000 205,124 △ 135,876

  印刷消耗品　 85,000 922,860   837,860 371,000 172,178 △ 198,822

  借  室  料 954,000 725,702 △ 228,298 1,913,000 1,446,533 △ 466,467

  通信運搬費 26,094,000 20,608,172 △ 5,485,828 278,000 676,781   398,781

  広報宣伝費 408,000 327,739 △ 80,261 0 76,928   76,928

  仕  損  費 17,000 21,256   4,256 0 2,585,492   2,585,492

  減価償却費　 31,000 60,098   29,098 61,000 119,794   58,794

  電算機処理費 274,000 207,624 △ 66,376 548,000 413,855 △ 134,145

  外注費・雑費 3,554,000 2,970,576 △ 583,424 5,735,000 7,787,054   2,052,054

      計 （オ） 35,413,000 29,473,889 △ 5,939,111 16,921,000 20,559,685   3,638,685

営業利益(ｴ-ｵ）＝(カ) △ 28,653,000 △ 12,474,412   16,178,588 30,608,000 16,928,305 △ 13,679,695

営業外収益     

　雑  収  入 100,000 14,760 △ 85,240 2,000,000 2,433,439   433,439

  科研費補助金 0 0 0 0 0   0

　貸倒引当金繰戻 0 0 0 0 0   0

      計 （キ） 100,000 14,760 △ 85,240 2,000,000 2,433,439   433,439

純利益(ｶ+ｷ)＝(ク) △ 28,553,000 △ 12,459,652   16,093,348 32,608,000 19,361,744 △ 13,246,256

営業外費用     

　貸倒引当金繰入 0 0   0 0 0   0

  寄  付  金 0 0   0 0 0   0

  法人･住民･事業税 0 0   0 70,000 70,000   0

      計 （ケ） 0 0   0 70,000 70,000   0

当期純利益 （ク－ケ) △ 28,553,000 △ 12,459,652   16,093,348 32,538,000 19,291,744 △ 13,246,256

５．参考資料
　５・１　2021年度（第99期）収益会計損益計算書
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自  2021年 3月 1日

至　2022年 2月28日

（単位　円）

科     目 会  誌  会  計 出  版  会  計

2021年度予算額 2021年度決算額  比較増減（△） 2021年度予算額 2021年度決算額  比較増減（△）

直接費

 　ト レ ー ス 代 0 0 0 0 0 0

　 製   版   代 0 0   0 1,410,000 1,821,930   411,930

 　印   刷   代 12,600,000 11,007,395 △ 1,592,605 8,060,000 4,581,680 △ 3,478,320

 　用   紙   代 7,200,000 5,983,568 1,216,432 3,900,000 2,940,051 △ 959,949

　 製   本   代 3,000,000 2,640,120 △ 359,880 2,670,000 2,037,550 △ 632,450

 　原   稿   料 4,200,000 2,472,022 1,727,978 4,360,000 4,779,569   419,569

　 校   正   料 0 0   0 0 0   0

   直接費総合計 27,000,000 22,103,105 △ 4,896,895 20,400,000 16,160,780 △ 4,239,220

間接費

   給料・手当 9,233,000 8,513,288 △ 719,712 5,096,000 4,698,203 △ 397,797

   法定福利厚生費 1,494,000 1,367,500 △ 126,500 824,000 754,682 △ 69,318

   企業年金掛金 121,000 120,982 △ 18 67,000 66,766 △ 234

   退職給与引当繰入金 482,000 289,940 △ 192,060 266,000 160,009 △ 105,991

   印刷消耗品　 242,000 145,526 △ 96,474 134,000 79,128 △ 54,872

   借  室  料 2,705,000 2,060,216 △ 644,784 1,493,000 1,120,207 △ 372,793

   通信運搬費 90,000 54,525 △ 35,475 22,000 29,643   7,643

   会  議  費 750,000 7,834 △ 742,166 200,000 4,260 △ 195,740

   減価償却費　 87,000 170,615   83,615 48,000 92,769   44,769

   電算機処理費 775,000 589,426 △ 185,574 428,000 320,493 △ 107,507

   外注費・雑費 477,000 892,063   415,063 263,000 485,047   222,047

  間接費総合計 16,456,000 14,211,915 △ 2,244,085 8,841,000 7,811,207 △ 1,029,793

  製造費総合計 43,456,000 36,315,020 △ 7,140,980 29,241,000 23,971,987 △ 5,269,013

  期首仕掛品 936,000 809,811 △ 126,189 0 0   0

  期末仕掛品 966,000 894,838 △ 71,162 0 0   0

  差引当期製造原価 43,426,000 36,229,993 △ 7,196,007 29,241,000 23,971,987 △ 5,269,013

　５・２　2021年度（第99期）収益会計製造原価明細書
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自  2021年 3月 1日

至　2022年 2月28日

（単位　円）

科     目 会  誌  会  計 出  版  会  計

2021年度予算額 2021年度決算額  比較増減（△） 2021年度予算額 2021年度決算額  比較増減（△）

直接費

 　ト レ ー ス 代 0 0 0 0 0 0

　 製   版   代 0 0   0 1,410,000 1,821,930   411,930

 　印   刷   代 12,600,000 11,007,395 △ 1,592,605 8,060,000 4,581,680 △ 3,478,320

 　用   紙   代 7,200,000 5,983,568 1,216,432 3,900,000 2,940,051 △ 959,949

　 製   本   代 3,000,000 2,640,120 △ 359,880 2,670,000 2,037,550 △ 632,450

 　原   稿   料 4,200,000 2,472,022 1,727,978 4,360,000 4,779,569   419,569

　 校   正   料 0 0   0 0 0   0

   直接費総合計 27,000,000 22,103,105 △ 4,896,895 20,400,000 16,160,780 △ 4,239,220

間接費

   給料・手当 9,233,000 8,513,288 △ 719,712 5,096,000 4,698,203 △ 397,797

   法定福利厚生費 1,494,000 1,367,500 △ 126,500 824,000 754,682 △ 69,318

   企業年金掛金 121,000 120,982 △ 18 67,000 66,766 △ 234

   退職給与引当繰入金 482,000 289,940 △ 192,060 266,000 160,009 △ 105,991

   印刷消耗品　 242,000 145,526 △ 96,474 134,000 79,128 △ 54,872

   借  室  料 2,705,000 2,060,216 △ 644,784 1,493,000 1,120,207 △ 372,793

   通信運搬費 90,000 54,525 △ 35,475 22,000 29,643   7,643

   会  議  費 750,000 7,834 △ 742,166 200,000 4,260 △ 195,740

   減価償却費　 87,000 170,615   83,615 48,000 92,769   44,769

   電算機処理費 775,000 589,426 △ 185,574 428,000 320,493 △ 107,507

   外注費・雑費 477,000 892,063   415,063 263,000 485,047   222,047

  間接費総合計 16,456,000 14,211,915 △ 2,244,085 8,841,000 7,811,207 △ 1,029,793

  製造費総合計 43,456,000 36,315,020 △ 7,140,980 29,241,000 23,971,987 △ 5,269,013

  期首仕掛品 936,000 809,811 △ 126,189 0 0   0

  期末仕掛品 966,000 894,838 △ 71,162 0 0   0

  差引当期製造原価 43,426,000 36,229,993 △ 7,196,007 29,241,000 23,971,987 △ 5,269,013

６．支部会計計算書
　６・１　北海道支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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　６・２　東北支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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　６・３　北陸信越支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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　６・４　関東支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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　６・５　東海支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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　６・６　関西支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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　６・７　中国四国支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書



― 102 ―



― 103 ―

　６・８　九州支部 2021年度貸借対照表ならびに正味財産増減計算書
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